
- 1 -

〈決算の概要〉
【連結損益の概要（連結）】

営 業 収 益：１兆８，３１８億円（前期比１，２１４億円 １０７．１％）

運輸収入（単体）：１兆４，３２５億円（前期比８９６億円１０６．７％）

営 業 費：１兆１，２９０億円（前期比２６０億円 １０２．４％）

営 業 利 益：７，０２７億円（前期比９５４億円１１５．７％）

営業外損益：△５３５億円（前期比６９億円８８．５％）

経 常 利 益：６，４５８億円（前期比１，００５億円１１８．４％）

当期純利益：４，５８４億円（前期比７４０億円１１９．３％）

【キャッシュ・フローの状況】

営業活動によるキャッシュフロー６，２４５億円（前期比△483億円）

投資活動によるキャッシュフロー △９，５６０億円（前期比△5,194億円）

財務活動によるキャッシュフロー△９５５億円（前期比＋295億円）

現金及び現金同等物期末残高 ３，９４７億円（前期比△4,270億円）
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リニア建設費の資金調達計画は甘い！
本部は５月１日、「２０２４年度期末決算」の経営懇談会を開催しました。

会社は決算について、「当社の運輸収入は、東海道新幹線・在来線ともにご

利用が堅調に推移したため、前年と比べ増収となり、過去最大となった。増収

増益の決算」また、次期の業績予想について「安全の確保を最優先として、効

率的な業務執行体制を構築する業務改革と、新しい発想による収益の拡大の２

つの柱とした経営体力の再強化に取り組む」と説明しました。

本部は、リニア建設費についての資金調達の不透明さや甘さについて指摘し

ました。会社は、「資金調達については健全経営と安定配当をしながら行って

いく」と主張し、明確な回答を示しませんでした。
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【長期債務の概要】

長期債務の当期末残高は、４兆７，７８６億円。このうち中央新幹線建設長期

借入金を除いたその他の長期債務残高は、前期末から６７５億円減少して１兆

７，７８６億円。

【次期の業績予想（連結）】

次期の業績予想については、最近の輸送動向等を踏まえ、社会活動が一層活性

化し、引き続きご利用は回復していくと想定して、以下の通り算出した。

営 業 収 益：１兆８，６５０億円円（当期比＋３３１億円、１０１．８％）

運輸収入（単体）：１兆４，６６０億円（当期比＋３３４億円、１０２．３％）

営 業 利 益：６，６７０億円（当期比△３５７億円９４．９％）

経 常 利 益：６，０８０億円（当期比△４１２億円９３．６％）

当期純利益：４，２３０億円（当期比△３５４億円９２．３％）

【配当（当社）】

当期の期末配当については、昨年４月に公表した配当予想に対して１円増の１

株当たり１６円とする。次期の配当予想についても、中間・期末ともに１株当

たり１６円とする。

〈主なやり取り〉

増収・増益は明らかに社員努力だ！
組合：増収・増益の結果は、間違いなく社員の努力の結果であるが、今回の増

収増益となった根拠を明らかにされたい。

会社：今回の増収増益となった理由については、当社の運輸収入、新幹線・在

来線とも利用が順調に推移しており、対前年比８９６億円増で過去最大と

なっている。２０１８年度比で見ても１０２．６％となっている。これと

合わせグループ会社も収入が増えており、１兆８，３１８億円となってい

る。当社とグループ会社の収入が増えれば、経営利益・純利益・当期純利

益も増えることとなる。

組合：新幹線利用状況の中で３月を見ると、平日が９６％、平均で９９％、土

休日が１０５％となっている。ビジネス客の利用促進するためにビジネス

ブースやＳワーク車両を導入しているが、その効果が表れていない分析な

のか。

会社：平日も対前年よりも上回っている。

組合：平日では年間通じて１００％を超えていない。

会社：２０１８年度比ではそうである。しかし、対前年比で見ると１００％を

超えているので、回復傾向にあると見ている。
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組合：ビジネス客と既定できるのか。

会社：そこは難しい。平日の利用状況としか言えない。

組合：インバウンド拡大で収入が延びている要因である。

会社：インバウンドは平日も土休日限らず利用している。

組合：利用者の内訳が分かる方法はないのか。インバウンドは１００％の収入

の内の何％か。

会社：そういう分析はしている。あくまでも推計値ではあるが、例えばジャパ

ンレールパスの売り上げなどで、２０２４年度全体で見ると１，１７０億

円位であった。それからすると約８％を占めている。

組合：前年で見るといくらだったか。

会社：１０４％である。

組合：増収増益となった理由は８％のインバウンドが増えたので、増収増益の

理由と言えないのか。

会社：そういうわけではない。そのところの分析や計算はしていない。８％が

どう響くかは分からない。

組合：固定客的な今後ビジネス客を、集客するための施策を何か考えているの

か。

会社：色々営業本部で考えてはいる。

組合：個室の新設は付加価値を高めるために行おうとしているが、座席数は減

るが付加価値を高めることで、収入はどの位拡大していくと考えているの

か。

会社：具体的には料金も決まっていないので、現在で増収の内容は示すことは

できない。

組合：収益を上げるために個室化施策をじっししていくものと考える。

会社：そうである。

リニア建設工期が延びれば延びるほど会社のお荷物に！
組合：投資活動のキャッシュフローが、５，０００億円拡大している中身を明

らかにされたい。

会社：中央新幹線建設する目的で、安全性の高い債券を買って運用し、中央新

幹線建設に必要な時に使うように、長期的安定的に運用するために投資活

動を行っている。

組合：５，０００億円はリニア建設のために、運用することでいいか。

会社：資金運用による収入・支出の４，７５０億円が、ほぼその対象に当あた

る。

組合：リニア建設における財政投融資使い切り後に使用するための、積立であ

ると考えていいか。

会社：そうである。
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組合：単体の業績予想の中で、純利益が△３０６億円となる、内訳・理由を明

らかにされたい。

会社：業績予想で収益が延びているのに、利益が減る予想するのは何故かと言

う質問だが、収益は延びるが、営業費を人件費と物件費を分けて考えると、

人件費が１００億円位増える。物件費は４５０億円位増える形となる。ま

た、修繕費１４５億円増えており、その中に技術開発関連も入っている。

物件費の中には委託先企業の人件費も含まれている。

組合：技術開発は具体的にどのようなものがあるのか。

会社：ビックデータの解析の改良、新しいＬ０系試験車の改良技術開発に充て

る。

組合：中央新幹線の信託で残りが１兆９０７億円と示されたが、あと３年程度

で底をつく状況である。リニア建設が進められるので、財政投融資がなく

なってからの資金調達について明らかにされたい。

会社：リニア建設資金管理信託で、いわゆる財政投融資が残り１兆円になり、

その後の資金調達の質問であるが、資金運用し積み立てている。２０２４

年度末で１兆７，０００億円積み上がっている。リニア建設をするために

しているものである。毎年毎年積み上げている。足らなかった場合は、新

たな資金調達を考えなければならないこともあるかもしれない。

組合：これからも積み立てられていく考えでいいか。資金調達は不透明であり、

リニア建設は直ちに中止せよ。

会社：当社の使命であり中止はしない。今後も余裕資金については積み上げて

いく考えである。

テキサス高速鉄道売り込み施策失敗、リニアの売り込みにも暗雲！
組合：テキサス高速鉄道についてトランプ政権となり、補助金を打ち切るとの

ニュースが流れている、丹羽社長は「今後も技術協力をしていく」と言っ

ている。ＪＲ東海としてこの間、資金提供をしたのか、しなかったのかを

明らかにされたい。このニュースからテキサス新幹線建設が難しい状況と

考えるが、今後の分析や考え方があれば明らかにされたい。

会社：テキサス高速鉄道プロジェクトは、テキサスセントラルが運営主体で資

金調達をしている。当社はどのように関わってるのは、日本の各メーカー

と協力をしながら、設計基準や仕様の作製基準とか、東海道新幹線の高速

鉄道システムにおける車両、電力、信号設備について支援を行う立場であ

る。米の連邦政府が補助金を停止したことは承知しているが、そのことに

よりプロジェクトの動向について、当社として予測がつかないことである。

当社が資金を援助してきた立場でないので、今現在は状況注視をしながら

見守る。あくまでも支援する立場であり、これからも支援する考えに変わ

りはない。
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組合：ＪＲ東海会社がテキサス高速鉄道に向けた官民ファンドの中に入ってい

ないことか。

会社：入っていない。

以 上

＊会社資料は次ページに掲載
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